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令和７年度事業報告書 

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日） 

  

令和７年度は公益法人制度の改革を踏まえ、当協議会は「不当景品類及び不当表示防止法」に

基づく「不動産の表示に関する公正競争規約」(以下「表示規約」という。) 及び「不動産業にお

ける景品類の提供の制限に関する公正競争規約」(以下「景品規約」という、また表示規約と景品

規約を総称して「規約」という。) の運用を通じて、不動産事業者間の公正な競争の確保と消費

者利益の増進を図るため、公益目的事業の推進に取り組んだ。 

 このため、ガバナンス強化の指針に照らし、法人運営を決定する理事会の決議事項として、令

和８年度事業計画案、予算案、新たな顧問税理士との契約などの重要事項について慎重に審議・

決定を行い、また理事会の報告事項として業務執行理事の職権、所管業務の責任において前回の

理事会以降の期間、適切な業務執行が行われているかの相互確認などに留意した。  

以下、令和７年度における事業活動状況及び会議開催状況の詳細について報告する。 

 

Ⅰ 景品規約の変更 

  令和７年７月３１日、表示規約の規定振りと異なる部分を表示規約に合わせるため、公正取

引委員会及び消費者庁の承認を受け、同年８月２６日の官報告示日から景品規約を変更した。 

なお、景品規約第３条「一般消費者に対する景品類の提供の制限」の規制内容に変更はない。 

 

Ⅱ 規約の普及・啓発・指導 

・ Ⅱの目的を果たすため、事業計画にしたがい、次の業務に取り組み一定の成果を上げた。 

・ 課題として、規約の普及啓発に一層資するため、賛助会員の拡充と連携強化を模索する。 

  

１ ホームページにおける広報（https://www.koutori.or.jp） 

当協議会ホームページにおいて事業活動状況、規約違反に対する違約金課徴事例、不動産

広告の見方、消費者モニターの運営など多種多用な情報を事業者や消費者に向けて発信する

ことにより当協議会及び規約の広報活動を図った。 

さらに、令和７年１１月からは、住宅新報におけるＳＮＳ広告の注意喚起の広報と連動し、

ＳＮＳ広告は規約の適用を受ける旨を発信した。 

 

２ 広報紙「公取協にゅうす」の作成・配布    

令和７年６月、当協議会の事業活動のＰＲを図るため、消費者団体、公立図書館、構成団

体等に対し、１６５０部の広報紙「公取協にゅうす」を作成・配布すると同時にホームペー

ジにも掲載することによりその効果を高めた。 

 

３ 不動産広告に関する消費者講座の開催 

令和７年１２月５日、ＯＭＭにおいて、消費者に対する規約の普及啓発を図るため、「不 

動産広告に関する消費者講座」（規約研修会）を開催した。 
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消費者講座の開催にあたっては、ホームページでの募集をはじめ朝日新聞、ＮＨＫラジオ、

消費者団体、公立図書館等に案内パンフレットを送付するなど、広く参加者募集に関する協

力を求めたところ、消費者講座には２７名の消費者が出席した。 

 

４ 規約研修会の開催と講師派遣 

（１）義務講習会の開催 

令和８年１月１６日、ＯＭＭにおいて、規約違反の再発防止を図るため、警告、厳

重警告及び違約金課徴の措置を受けている事業者を対象に義務講習会(規約研修会)を

開催し、２２名の事業者が出席した。 

 

（２）令和７年度不動産広告の規制に関する研修会の開催 

     令和８年２月１３日、ホテルグランヴィア大阪において、ステマ告示やＳＮＳ広告

の注意喚起を図るため、公正取引委員会事務総局近畿中国四国事務所から笠原取引課

長をお招きし、表１のとおり研修会を開催した。 

     また、参加者募集については、その案内をホームページ及び構成団体の協力を通じ

て行い、５４名の事業者が出席した。 

    

【表１】研修会の構成  

第１部 景品表示法におけるステルスマーケティング規制の留意点 笠原取引課長 

第２部 表示規約からみたインターネット・ＳＮＳ広告の注意点 福田専務理事 

  

（３）構成団体における規約研修会への講師派遣と関連資料の提供 

令和７年１１月２０日、兵庫宅建からの要請を受け、規約研修会に講師を派遣する

とともに、規約研修会の関連資料を提供した。 

なお、当日の規約研修会には１４名の会員事業者が出席した。 

     

５ 賛助会員・維持会員との連携 

令和８年３月６日、大阪キャッスルホテルにおいて、「令和７年度不動産広告問題研究会」

を開催し、４０名の賛助会員・維持会員が出席した。 

当日は、前記の「令和７年度不動産広告の規制に関する研修会」の開催内容と同じく、公正取 

引委員会事務総局近畿中国四国事務所から笠原取引課長をお招きし、 ステマ告示の留意点及び

インターネット・ＳＮＳ広告の注意点について情報を共有したほか、最近の主な不動産広告の相談事

例の資料を提供することにより規約の理解促進に努めた。 

加えて、同年２月２０日、不動産公正取引協議会連合会の主催による賛助会員向けのオン

ライン研修会を通じて、規約の普及啓発を図った。 

なお、令和８年３月３１日現在、賛助会員は３４社、維持会員は２社となる。 

 

６ 学生向け賃貸マンション等のインターネット・ＳＮＳ広告に関する注意喚起 

令和７年１１月２７日、当協議会から学生向け賃貸マンション等のインターネット・ＳＮ

Ｓ広告について注意喚起を図るため、近畿二府四県の２８５の大学・短期大学に注意喚起書



３ 

 

を送り、その掲示又は配布の協力を求めた。 

 

７ 規約の冊子・公正表示ステッカーの配布・頒布 

規約の条文集「不動産の公正競争規約」（２,２７９部）、実務者向けの規約解説書「不動産

広告ハンドブック」（１,７９７部）の頒布に加え、内発的な規約遵守の動機付けを喚起する

ため、構成団体を通じて、店頭掲示用の「公正表示ステッカー」（１,４８１枚）を頒布した。 

さらに、景品規約の変更を契機に、あらためて規約遵守に対する啓発を事業者に図る観点

から、構成団体を通じて「不動産の公正競争規約」を無料配布した。 

 

Ⅲ 適正な不動産広告制作のための事前相談 

・ Ⅲの目的を果たすため、事業計画にしたがい、次の業務に取り組み一定の成果を上げた。 

・ 課題として、さらなる適正広告の推進を図るため、相談体制の拡充強化の施策を模索する。 

 

通年、規約違反の未然防止を図るとともに、当該相談、助言が不特定多数の利益の増進に寄与

することを目的として位置づけ、事業者、賛助会員、維持会員、広告代理店、広告媒体社及び消

費者等からの規約に関する相談を受け付け、事務局において対応した。 

令和７年度相談件数は３,５６８（実数）、表示規約関係は４,０２３（延べ数）、景品規約関係

５１２（延べ数）、相談事項は４,５６３となり、詳細は表２～５のとおりである。 

なお、規約の対象ではない不動産取引やトラブル等の相談については、専門の行政機関や関係

団体等を紹介することにより解決を促した。 

 

＜相談内容の一部抜粋＞      

・ＡＩを利用した画像・動画・キャッチコピーなどの注意点は？ 

・最高級・希少などの文言が、恣意的な表示につながらないための注意点は？ 

・物件から施設までの徒歩時間の計測の始点と終点は？ 

・友の会の会員に対する優先分譲の注意点は？ 

・通行などの地役権が設定されている場合の注意点は？ 

・建築条件付土地の取引にあたっての景品提供の上限額の考え方は？ 

・１つの取引で、懸賞景品企画と総付景品企画を同時に行う場合の上限額は？ 

 

令和７年度相談件数・規約条項別内訳 

 
【表２】相談件数（計３,５６８） 

区 分 令和７年度 令和６年度 増減数 
事業者 １０７６ １０８７ －１１ 
広告代理店・広告媒体社等 ２３９６ １６０２ ７９４ 
関係官公庁 １８ ２４   －６ 
構成団体・関係団体 ３７ ５０  －１３ 
消費者 ３６     ３３    ３ 
そのほか  ５      ９   －４ 

計 ３５６８ ２８０５ ７６３  
※ 相談件数は相談内容が複数であっても、事業者等の実数で表記している。 
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【表３】表示規約関係（計４,０２３） 
区 分 令和７年度  令和６年度 増減数 

事業者の責務（２条）     ２８       １４    １４ 
広告会社等の責務（３条）       ６       １０   －４   
用語の定義（４条）     ８９     １０７  －１８ 
広告表示の開始時期の制限（５条）    ３８１ ４０７  －２６ 
建築条件付土地の建物表示（６条）    １３４      ９４   ４０ 
自由設計型マンション企画（７条）      ０         ０    ０ 
必要な表示事項（８条）    ７０８     ５３０  １７８ 
予告広告（９条）    １６３ １４７ １６  
副次的表示（10条）      ３    ５   －２ 
シリーズ広告（11条）      ２      ２    ０ 
必要な表示事項の適用除外（12条）     １５      ３４ －１９ 
特定事項の明示義務（13条）     ９０       １３０ －４０ 
記事広告の広告明示義務（14条）      ４      ２  ２ 
見やすい文字の大きさ（規則８条）     ７８ ２５ ５３ 
内容・取引条件等の表示基準（15条）    ７２８ ６４４ ８４ 
節税効果等の表示基準（16条）     ４０ １１ ２９ 
入札・競り売りの表示基準（17条）       １  ３ －２ 
特定用語の使用基準（18条）    ３５１  １６０ １９１ 
物件の名称の使用基準（19条）    ２１６ ２８８ －７２ 
不当な二重価格表示（20条）    １３０  １０２ ２８ 
おとり広告（21条）     ７２ ８３ －１１ 
不当な比較広告（22条）    １７７  ４６ １３１ 
その他の不当表示（23条）    ４０１ ４３６ －３５ 
表示の修正・内容変更の公示（24条）    １５４ ８９   ６５  
違反に対する調査・措置（26条・27条）     ４９ ３５ １４ 
そのほか      ３      ８   －５ 

計   ４０２３  ３４１２ ６１１ 
※ 表示規約の条項別内訳数は延べ数で表記している。 

 
 
【表４】景品規約関係（計５１２） 
        区 分 令和７年度  令和６年度 増減数 
懸賞景品（３条１項１号）     ７３     １２５  －５２ 
総付景品（３条１項２号）    １８３ １６０ ２３ 
共同懸賞（３条３項）      ２      ２  ０ 
値引き（規則１条）    １５８ １１０ ４８ 
アフターサービス（規則２条）     １０ １７ －７ 
不動産に付属する経済上の利益（規則３条）     １３ １８ －５ 
取引価額（規則５条）     ２８ ４９ －２１ 
景品類でも限度額を超えて提供（規則６条）      ９ １７ －８ 
景品類の価額の算定基準（規則７条）     ２８ ４２ －１４ 
オープン懸賞      ６  ８ －２ 
そのほか      ２      ３   －１ 

計    ５１２  ５５１ －３９ 
※ 景品規約の条項別内訳数は延べ数で表記している。 

 
 
【表５】相談事項（計４,５６３） 
        区 分 令和７年度  令和６年度 増減数 
表示規約関係   ４０２３   ３４１２ ６１１ 
景品規約関係    ５１２     ５５１ －３９ 



５ 

 

宅地建物取引業法等の関係法令     ２６     ３５   －９ 
そのほか      ２      ４     －２  

          計   ４５６３   ４００２ ５６１ 
※ 相談事項の件数は延べ数で表記している。 

 
 

Ⅳ 規約違反に対する調査・措置  

・Ⅳの目的を果たすため、事業計画にしたがい、次の業務に取り組み一定の成果を上げた。 

・課題として、調査から措置までの業務の効率化・迅速化を図るための対応策を検討する。 

 

１ 消費者及び事業者等からの申告・移送案件等の受付・処理 

消費者、事業者及び関係団体等からの規約違反被疑事案に対する情報提供・申告等を受付、 

それらの被疑事案に公正・公平に対応することにより、規約の実効性の確保に努めた。 

     

２ 規約違反被疑事案の調査に対する協力義務の周知依頼   

令和７年９月１１日、当協議会から構成団体長に対し、引き続き、円滑な調査を実施する

ため、規約違反被疑事案の調査協力義務について当該会員事業者への周知を依頼した。 

 

３ 規約に関する各種調査の実施 (対象事業者総数１０７・対象物件総数１９１) 

規約の普及啓発に重きを置き、構成団体はもとより関係官公庁、消費者団体等に支援と協 

力を求め、引き続き、官民合同不動産広告実態調査及び臨時調査を実施した。 

 

（１）官民合同不動産広告実態調査の実施 (対象事業者数８５・対象物件数１５２)       

令和７年１１月１３日の滋賀県から令和８年３月３日の大阪府までの期間、オブザーバ

ーとして近畿二府四県の景品表示法・宅建業法担当課及び関係団体等にも参加を求め、表

６のとおり構成団体の協力のもと、広告実態調査を実施した。 

なお、調査にあたっては、当協議会の構成団体を含む役職員、調査員、消費者モニター

から「不当表示」の恐れのある広告を主に収集し、原則、現地において調査対象事業者（広

告主）の立ち合いのもと広告実態調査を行った。 

 

【表６】官民合同不動産広告実態調査の概要 

 実施日 事業者数 物件数 インターネット広告（チラシ） 

滋 賀 県 令和７年１１月１３日  １１ １２ 売買  8(4)・賃貸 0(0)  

和歌山県 令和７年１１月１４日  ８   ８ 売買  4(0)・賃貸 4(0)  

兵 庫 県 令和７年１１月１７日 １０ １０    売買  8(0)・賃貸 2(0) 

京 都 府 令和７年１１月１７日 １６ １６ 売買 14(2)・賃貸 0(0) 

奈 良 県 令和７年１１月２１日 １０ １７ 売買 10(0)・賃貸 7(0) 

大 阪 府 
令和７年１２月１２日① ２０ ４０ 売買 40(0)・賃貸 0(0)  

令和８年 ３月 ３日② １０ ４９ 売買  0(0)・賃貸 49(0) 
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（２）規約違反被疑事案に係る臨時調査の実施 (対象事業者数２２・対象物件数３９）    

     消費者及び事業者等からの申告を受け、規約違反被疑広告に係る臨時調査（規約違反に 

対する改善指導を含む）を表７のとおり実施した。 

 

【表７】臨時調査の概要    

  事業者数 物件数 インターネット広告（チラシ） 

大阪宅建 ９ １３ 売買７ (4) ・賃貸２(0) 

全日大阪 ７ ２０ 売買８ (7) ・賃貸５(0) 

兵庫宅建 ２   ２ 売買１ (0) ・賃貸１(0) 

全日兵庫 ２   ２ 売買１ (0) ・賃貸１(0) 

滋賀宅建 １   １ 売買０ (1) ・賃貸０(0) 

全日京都 １   １ 売買０ (1) ・賃貸０(0) 

 

４ 事情聴取会の開催 (対象事業者数：３)  

令和７年８月２６日及び同年９月１２日、ＯＭＭにおいて規約違反内容の事実確認や広告

作成経緯等を聴取するとともに、当該事業者からの弁明等の機会を確保するため、関係官庁

の同席のもと、規約の規定に基づき「事情聴取会」を年２回開催した。 

 

５ 規約違反に対する措置及びポータルサイト掲載停止等の施策 

官民合同不動産広告実態調査及び臨時調査の結果を受け、規約違反行為の内容、程度その

他の事情を勘案し、表８のとおり４３の事業者に改善措置を講じた。 

この中、引き続き、厳重警告及び違約金課徴の対象事業者については、表９のポータルサ

イトの運営会社・団体の規定等に基づき、違約金課徴の対象事業者に対する広告掲載停止の

施策を実施したほか、当協議会のホームページに厳重警告及び違約金課徴の事案の概要を記

載することにより、規約違反に対する抑止効果を内外に図った。 

また、インターネット広告の適正化の観点から、首都圏ポータルサイト部会とは、厳重警

告及び違約金課徴の対象事業者のほか警告対象事業者についても情報を共有することにより、

規約違反の未然防止・再発防止の協力を求めた。 

 

【表８】規約違反に対する措置区分・対象事業者数  

 

 
インターネット チラシ等 

厳重警告・違約金課徴   ３ ０ 

警 告 １０ ０ 

注 意 等  ２５ ５ 

小 計 ３８ ５ 

合 計  ４３ 

※ 上記のインターネットの注意等のうち、１社はＳＮＳ広告（TikTok）である。     
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【表９】広告掲載停止の施策を実施したポータルサイト      

掲載停止施策の開始年月 ポータルサイト名 

平成２９年 ８月 アットホーム 

平成２９年 ８月 ＣＨＩＮＴＡＩ 

平成２９年 ８月 ＬＩＦＵＬＬ ＨＯＭＥ‘Ｓ 

平成２９年 ８月 ＳＵＵＭＯ 

平成２９年１０月 ラビ―ネット不動産 

平成２９年１２月 ハトマークサイト 

平成３０年１２月 Ｙａｈｏｏ！不動産 

※ 掲載停止の対象：厳重警告及び違約金課徴の措置対象事業者 

 

６ ＳＮＳ広告の表示適正化に向けた取り組み 

 令和７年５月１５日及び同年９月２５日、Instagram、YouTube、ＴｉｋＴｏｋなどのＳＮＳ広

告の表示適正化に向けた取り組みを図るための意見交換会・検討会を開催した。 

 この中、ＳＮＳ広告において、たとえルームツアーと称していたとしても、取引条件や取引内

容を記載するなど顧客誘引性の蓋然性の高いものについては物件広告と考えることにより、表示

規約の「おとり広告」はもちろん、「特定用語の使用基準」や「必要な表示事項」等の規制対象

になることを確認した。 

さらに、不動産公正取引協議会連合会事務局長会におけるＳＮＳ広告の「必要な表示事項」の

実務上の運用についても関連役員と情報を共有したほか、前記のとおり、ホームページや研修会

を通じて、ＳＮＳ広告の規制に対する理解と協力を求めた。  

 

Ⅴ 当協議会の運営・管理・渉外 

・Ⅴの目的を果たすため、事業計画にしたがい、次の業務に取り組み一定の成果を上げた。 

・課題として、消費者モニターからの意見・要望は、今後の規約運営の参考に供する。 

 

１ 定時社員総会・理事会の開催       

（１）第１回理事会 (令和７年６月２日 於：ＯＭＭ) 

会長報告・あいさつ 

報告事項 第１号 令和７年度定時社員総会及び第２回理事会 

     第２号 就業規則の変更及びキャリアアップ計画書の提出 

     第３号 役員の辞任に伴う理事候補推薦届等の提出依頼 

     第４号 賛助会員・維持会員との情報共有 

     第５号 財政検印状況など 

決議事項  第１号 令和６年度事業報告書案 

第２号 令和６年度決算案 

第３号 定款の変更案 

 

（２）定時社員総会 (令和７年６月２０日 於：ホテルグランヴィア大阪) 
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報告事項 第１号 令和６年度事業報告 

決議事項 第１号 令和６年度決算案の承認に関する件 

報告事項 第２号 令和７年度事業計画 

    第３号 令和７年度収支予算 

決議事項 第２号 定款の変更案の承認に関する件 

     第３号 役員の補選に関する件 

 

（３）第２回理事会 (令和７年６月２０日 於：ホテルグランヴィア大阪) 

決議事項 第１号 令和７年度副会長・常務理事の選定 

     第２号 令和７年度委員及び調査員の補選 

     第３号 令和７年度名誉役員の選任      

  

（４）第３回理事会 (令和７年１１月６日 於：大阪キャッスルホテル) 

会長報告・あいさつ  

報告事項  第１号 景品規約の改正施行 

第２号 規約違反に係る事実確認等の調査に対する協力依頼 

第３号 景品表示法違反に関する賛助会員等との情報共有  

第４号 事情聴取会の開催    

第５号 ホームページの更新及び広報紙の発行 

第６号 規約違反に対する違約金課徴 

第７号 令和６年度公益法人財務三基準 

第８号 財政検印状況など 

決議事項 第１号 運営規程の変更  

第２号 旅費規程の変更 

第３号 令和８年度定時社員総会 

 

（５）第４回理事会 (令和８年３月２６日 於：ＯＭＭ)  

会長報告・あいさつ 

決議事項  第１号 事務局の人事異動 

           第２号 新顧問税理士の選任 

           第３号 令和８年度事業計画書案  

           第４号 退職金料率表の変更 

           第５号 令和８年度収支予算書案（正味財産増減予算書案） 

           第６号 公益充実資金取扱規程の制定                          

報告事項  第１号 景品表示適正化功績者大臣表彰（消費者担当大臣表彰） 

第２号 就業規則の変更 

第３号 研修会の開催と講師派遣及び賛助会員等との連携 

第４号 令和７年度官民合同不動産広告実態調査の実施 

第５号 次回事情聴取会の開催 
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第６号 次回措置委員会の開催 

第７号 ホームページの更新及び広報紙の発行 

第８号 財政検印状況など 

 

２ 公益充実資金取扱規程の制定及び各種規程の一部変更 

当協議会の適正な運営等の観点から、公益充実資金取扱規程を制定したほか、定款及び運 

営規程等を一部変更した。 

 

３ 関係官公庁及び関係団体等との連携 

当協議会の事業活動を円滑に実施するため、前記の官民合同不動産広告実態調査及び不動

産広告問題研究会等の機会を通じて、公正取引委員会をはじめ、近畿二府四県の景品表示法・

宅建業法担当課、関西広告審査協会等との連携の確保に努めた。   

 

４ 消費者モニター制度の運営 

   令和７年度消費者モニターの府県構成は、滋賀県２、京都府６、大阪府１３、兵庫県９、奈 

良県４及び和歌山県４の総数３８名となり、モニター業務を次のとおり実施した。 

 

（１）消費者モニター説明会の実施 

消費者モニター業務の成果を高めるため、当協議会の事業活動、規約の規制、不動産広

告の収集方法等を３８名の消費者モニターに対し懇切丁寧にレクチャーした。 

このため、表１０のとおり、ＯＭＭにおいて「第１回消費者モニター説明会」を年７回

に分け実施するとともに、「第１回消費者モニター説明会」の出席者のうちから希望者のみ

を対象に「第２回消費者モニター説明会」を年２回に分け実施した。 

 

【表１０】消費者モニター説明会の開催状況        

令和７年４月１１日 第１回消費者モニター説明会 ① 出席者数 １４ 

令和７年４月１６日 第１回消費者モニター説明会 ② 出席者数  ６ 

令和７年４月２２日 第１回消費者モニター説明会 ③ 出席者数  ８ 

令和７年５月 ２日 第１回消費者モニター説明会 ④ 出席者数  ４ 

同 上 第１回消費者モニター説明会 ⑤ 出席者数  ４ 

令和７年５月 ９日 第１回消費者モニター説明会 ⑥ 出席者数  １ 

令和７年５月２７日 第１回消費者モニター説明会 ⑦ 出席者数  １ 

令和７年７月２９日 第２回消費者モニター説明会 ① 出席者数 １７ 

令和７年８月 ７日 第２回消費者モニター説明会 ② 出席者数 １８ 

 

（２）インターネット・ＳＮＳ広告及び新聞折込チラシ等の収集・結果 

消費者モニター説明会を踏まえ、前記の「官民合同不動産広告実態調査」の対象物件を

選定するため、消費者モニターに不動産広告の収集を依頼し、インターネット広告９９物

件、ＳＮＳ広告２物件、チラシ等４８３枚を表１１のとおり収集したところ、不当表示の
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蓋然性が見受けられないため、実態調査の対象物件数は０件となった。 

 

【表１１】消費者モニターからの広告収集の内訳   

 インターネット ＳＮＳ チラシ等 収集期間 

滋賀県  ２名   １ ０   ４２ ネット 8/29～9/17  チラシ等 8/22～9/21 

京都府  ６名 １７ ０ １３６ ネット 9/12～9/30  チラシ等 9/5～10/5 

大阪府 １３名 １５ ２ １２３ ネット 10/3～10/22  チラシ等 9/26～10/26 

兵庫県  ９名   ７ ０   ８７ ネット 9/12～9/30  チラシ等 9/5～10/5 

奈良県  ４名 ４９ ０   ２４ ネット 9/12～9/30  チラシ等 9/5～10/5 

和歌山県 ４名 １０ ０   ７１ ネット 9/20～10/8  チラシ等 9/12～10/13 

 

（３）消費者モニター懇談会の開催 

     当協議会の事業活動や規約の解釈運用等の参考とするため、ＯＭＭにおいて「消費者モ 

ニター懇談会」を表１２のとおり年２回開催した。 

 

【表１２】消費者モニター懇談会の開催状況         

令和７年１０月 ９日 第１回消費者モニター懇談会 出席者数 ３５ 

令和８年 ３月１９日 第２回消費者モニター懇談会 出席者数 ２７ 

     

＜消費者モニターからの意見・要望の一部抜粋＞      

・売買物件と賃貸物件では、規約のネーミング基準に違いはあるのか？ 

・住宅の間取り図に、「北向き」や「西向き」などの方位は広告に記載するべきでは？ 

・「２００万円キャッシュバック」の新築分譲マンション広告は景品規約違反では？ 

・リフォーム済みの住宅の場合は、そのリフォーム内容を広告に記載するべきでは？ 

・新築マンションの駐車場の広さは広告に記載するべきでは？ 

・そもそも物件の販売広告ではない、「求む物件広告」にも規約は適用されるのか？ 

・規約違反に対する違約金は、協議会としてどのように管理・運用されているのか？ 

 

（４）令和８年度消費者モニターの募集・選定 

  令和８年度消費者モニターの募集にあたって案内パンフレットを作成し、ホームページ 

での告知をはじめ、公立図書館、消費者センター、ＮＨＫラジオ、新聞媒体等を通じて広 

く消費者モニターを募集したところ、計２００名の応募があり、府県区分、志望動機等を 

考慮して、滋賀県２、京都府７、大阪府１２、兵庫県１１、奈良県５及び和歌山県３の総 

数４０名を消費者モニターに選定した。 
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令和７年度事業報告 

 

 

 

 

令和７年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条

第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので作成し

ない。 

 

                                       

  

                    令和８年５月 

                     公益社団法人近畿地区不動産公正取引協議会    

 

 

 

 

 

 

 



 

公益社団法人としての運営体制の充実を図るための取組 

 

令和７年度においては、引き続き事務局体制を整備し、経理・管理業務の見

直しを行い、事務局職員が「※公益目的事業」に注力できる体制となるよう、

また会計処理の適正性の確保かつ業務における属人化リスクを低減するため、

経理・管理業務のアウトソーシングに必要な改善を進めた。 

 

 

※ 公益目的事業  

「不当景品類及び不当表示防止法」の規定に基づく、「不動産の表示に関す

る公正競争規約」及び「不動産業における景品類の提供の制限に関する公正競

争規約」の運用を通じて、不動産事業者間の公正な競争の確保と消費者利益の

増進を図る。 


